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⑴ この明細書は、減価償却資産について旧定額法又は定額法により償却額を計算する場合に使用します。 

⑵ 措置法又は震災特例法による特別償却を行うものについても、この明細書によります。 

⑶ 減価償却に関する明細書の提出について、この明細書に代えて令第 63条第２項((減価償却に関する明細

書の添付))の規定による合計表又は規則第 27 条の 14 後段((期中損金経理額の損金算入等に関する届出書

の記載事項に係る書式))の規定による合計表を添付する場合にも、この明細書の書式により記載します。 

  この場合、その記載に当たっては、｢構造２｣から｢耐用年数６｣まで、｢償却額計算の対象となる期末現

在の帳簿記載金額 10｣から｢積立金の期中取崩額 12｣まで、｢損金に計上した当期償却額 14｣、｢前期から繰

り越した償却超過額 15｣、｢残存価額 17｣、｢差引取得価額×５％18｣、｢旧定額法の償却率 20｣、｢定額法の

償却率 26｣、｢翌期への繰越額の内訳｣の｢45｣及び｢46｣の各欄の記載は必要ありません。 

( )注 特別償却の対象になった減価償却資産については、措置法第 46条((障害者を雇用する場合の機械等の

割増償却))の規定の適用を受けるものを除き、合計表によることはできませんので、御注意ください。 

⑷ 平成 18年４月１日以後に取得等をした資産でその取得価額が 30万円未満であるものについて、措置法

第 67条の５((中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例))の規定の適用を受ける場合

には、別表十六(七)を御使用ください。 

 

 

この明細書は、耐用年数、種類等及び償却方法の異なるごとにまとめて別行にして、その合計額を記載でき

ますが、⑴当期の中途で事業の用に供した資産又は資本的支出、⑵措置法による特別償却の規定の適用を受け

る資産については、他の資産と区別して別行にして、記載してください。なお、⑴の資産（⑵の資産に該当す

るものを除きます。）の｢34｣の金額については、耐用年数、種類等及び償却方法を同じくする他の資産の金額

と通算して｢36｣及び｢37｣の金額を記載できます。 

(注) 以下の表において、次に掲げる用語の意義は、次のとおりです。 

 イ ｢評価換え等｣とは、令第 48条第５項第３号に規定する評価換え等をいいます。 

 ロ ｢期中評価換え等｣とは、令第 48条第５項第４号に規定する期中評価換え等をいいます。 

 ハ ｢期末評価換え等｣とは、令第 48 条第５項第３号に規定する評価換え等のうち、同項第４号に規定する

期中評価換え等以外のものをいいます。 

 ニ ｢民事再生等評価換え｣とは、令第 48条第５項第３号ロに規定する民事再生等評価換えをいいます。 

 ホ ｢連結時価評価｣とは、令第 48条第５項第３号ハに規定する連結時価評価をいいます。 

 ヘ ｢非適格株式交換等時価評価｣とは、令第 48 条第５項第３号ニに規定する非適格株式交換等時価評価を

いいます。 

欄 記   載   要   領 注 意 事 項 

「種類１」、「構造２」及び「細

目３」 

 耐用年数省令別表第一から別表第六までに定める種類、

構造及び細目に従って記載しますが、機械及び装置につい

ては、耐用年数省令別表第二の番号を「構造２」に記載し

てください。 

 

「取得年月日４」  その資産の取得年月日を記載します。 

 令第 55 条第４項又は第５項((資本的支出の取得価額の

特例))の規定の適用を受けた減価償却資産については、そ

の適用を受けた最初の事業年度開始の日を記載します。 

 

「事業の用に供した年月５」  当期の中途で事業の用に供した資産について、その事業

の用に供した年月を記載します。 

 

「耐用年数６」  耐用年数省令別表第一から別表第六までに定める耐用

年数を記載します。 

 

別表十六(一) ｢旧定額法又は定額法による減価償却資産の償却額の計算に関

する明細書」 

１ この明細書の用途 

２ 各欄の記載要領 
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欄 記   載   要   領 注 意 事 項 

「取得価額又は製作価額７」 ⑴ 次に掲げる減価償却資産については、それぞれ次によ

り記載します。 

イ 令第 55 条第４項の規定の適用を受けた減価償却資

産……その適用を受けた最初の事業年度開始の時に

おける同項に規定する旧減価償却資産（以下「旧減価

償却資産」といいます。）の帳簿価額と同項に規定す

る追加償却資産（以下「追加償却資産」といいます。）

の帳簿価額との合計額を記載します。 

ロ 同条第５項の規定の適用を受けた減価償却資産…

…その適用を受けた最初の事業年度開始の時におけ

る追加償却資産の帳簿価額の合計額を記載します。 

⑵ 減価償却資産につき評価換え等が行われたことによ

りその帳簿価額が増額された場合には、次に掲げる減価

償却資産の区分に応じ、それぞれ次の事業年度におい

て、この欄の上段に外書として、その増額された金額を

記載します。 

イ 当期前の各事業年度又は各連結事業年度（以下「各

事業年度等」といいます。）において、期末評価換え

等が行われた減価償却資産……その期末評価換え等

が行われた事業年度又は連結事業年度（以下「事業年

度等」といいます。）後の各事業年度 

ロ 当期以前の各事業年度等において、期中評価換え等

が行われた減価償却資産……その期中評価換え等が

行われた事業年度等以後の各事業年度 

１ 評価換え等に係る外

書の金額の記載は、次

の場合に行います。 

⑴ 期末評価換え等が

平成16年４月１日以

後に行われた場合 

⑵ 期中評価換え等の

うち、法第 25条第２

項に規定する法律の

規定に従って行う評

価換え又は民事再生

等評価換えが平成 17

年４月１日以後に行

われた場合（同日前

に会社更生法等の規

定に従って評価換え

があった場合には、

⑴によります。） 

⑶ 期中評価換え等の

うち非適格株式交換

等時価評価が平成 18

年10月１日以後に行

われた場合 

２ 評価換え等のうち連

結時価評価に係る外書

の金額の記載は、平成

16年４月１日以後に開

始する各事業年度等に

おいて行います。 

「圧縮記帳による積立金計上

額８」 

 圧縮記帳により損金の額に算入する金額を帳簿価額の

減額に代えて積立金（確定した決算において積み立てたも

の（決算確定の日までに剰余金の処分により積み立てたも

のを含みます。）をいい、税効果会計を採用している場合

には、その積立金に係る税効果相当額を含みます。以下同

じです。）に計上した場合に、その積立金に計上した金額

のうち、損金の額に算入された金額を記載します。 

 

「差引取得価額９」 ⑴ ｢７｣の外書の金額がある場合には、その金額を含めて

計算します。 

⑵ 当期以前の各事業年度等において令第 57 条第１項

((耐用年数の短縮))の承認を受けた減価償却資産（平成

23 年４月１日以後に開始する事業年度等において同年

６月 30 日以後にその承認を受けた場合のその承認に係

る減価償却資産に限ります。）については、その承認を

受けた日の属する事業年度等のこの明細書の｢９｣の金

額からその明細書の｢16｣の金額を控除した金額を｢差引

取得価額９｣の上段に内書として記載します。 

 

「償却額計算の対象となる期

末現在の帳簿記載金額 10」 

 法人計算の期末帳簿価額を記載します。 
 

「期末現在の積立金の額 11」及

び「積立金の期中取崩額 12」 

 圧縮記帳に係る積立金、平成 18年４月 30日以前に終了

した事業年度において平成 18 年改正前の令第 80 条((国庫

補助金等で取得した固定資産等についての圧縮記帳に代
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欄 記   載   要   領 注 意 事 項 

わる経理方法))等の規定による圧縮記帳に係る引当金及び

昭和 42年５月 31日以前に開始した事業年度において昭和

42 年改正前の法第 31 条((減価償却資産の償却費の計算及

びその償却方法))の規定により償却に係る引当金を設けて

いる場合に、その積立金又は引当金について記載します。 

「差引帳簿記載金額 13」 ⑴ 当期前の各事業年度等において、減価償却資産につき

連結時価評価が行われたことによりその帳簿価額が減

額された場合には、この欄の上段に外書として、その減

額された金額から連結時価評価が行われた事業年度等

のこの明細書の｢差引合計翌期への繰越額 41｣の本書に

記載された金額を控除した残額を△印を付して記載し

ます。 

⑵ 当期において、減価償却資産につき民事再生等評価換

え又は非適格株式交換等時価評価が行われたことによ

りその帳簿価額が減額された場合には、この欄の上段に

外書として、その減額された金額から民事再生等評価換

え又は非適格株式交換等時価評価が行われた事業年度

の直前の事業年度等のこの明細書の「差引合計翌期への

繰越額 41」の本書に記載された金額を控除した残額を△

印を付して記載します。 

 

「前期から繰り越した償却超

過額 15」 

⑴ 法第 31 条第５項((減価償却資産の償却費の計算及び

その償却の方法))に規定する減価償却資産について同項

に規定する満たない部分の金額（以下「帳簿記載等差額」

といいます。）がある場合には、それぞれ次の区分に応

じ、それぞれ次の事業年度において、その帳簿記載等差

額を、この欄の上段に外書として記載します。 

① 適格合併、適格分割、適格現物出資又は適格現物分

配（以下「適格組織再編成」といいます。）により移

転を受けた減価償却資産（公益法人等又は人格のない

社団等の収益事業以外の事業に属していたものを除

きます。）……その適格組織再編成の日の属する事業

年度 

② 合併、分割、現物出資又は現物分配（適格合併、適

格分割、適格現物出資又は適格現物分配を除きます。

以下「合併等」といいます。）により移転を受けた減

価償却資産……その合併等の日の属する事業年度 

③ 民事再生等評価換えが行われたことによりその帳

簿価額が増額された減価償却資産……その民事再生

等評価換えが行われた事業年度 

④ 連結納税の開始又は連結納税への加入に当たり時

価評価が行われたことによりその帳簿価額が増額さ

れた減価償却資産……その時価評価が行われた事業

年度の翌事業年度 

⑤ 非適格株式交換等時価評価が行われたことにより

その帳簿価額が増額された減価償却資産……その非

適格株式交換等時価評価が行われた事業年度 

⑵ 前期の「差引合計翌期への繰越額 41」に外書の金額が

ある場合には、前期の｢41｣の本書の金額と外書の金額と

の合計額を記載します。 

 

「合計 16」  ｢13｣又は｢15｣の外書の金額がある場合には、それらの金

額を含めて計算します。 
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欄 記   載   要   領 注 意 事 項 

「残存価額 17」  平成 19年３月 31日以前に取得をされた減価償却資産に

ついて、次により記載します。 

⑴ 有形減価償却資産（坑道を除きます。）については、「差

引取得価額９」の金額の 10％に相当する金額を記載しま

す。 

⑵ 牛馬果樹等については、耐用年数省令別表第十一で定

める割合により計算した金額（牛及び馬については、そ

の金額が 10 万円を超える場合には、10 万円）を、別表

第三に掲げる無形減価償却資産、別表第六に掲げるソフ

トウェア並びに鉱業権及び坑道については０と記載し

ます。 

 

「差引取得価額×５％18」  有形減価償却資産についてのみ、「差引取得価額９」の

金額の５％に相当する金額を記載します。 

 １円未満の端数が生じ

た場合には、その端数を

切り捨てます。 

「平成 19年３月 31日以前取得

分」の各欄 

 減価償却資産が生物である場合の次の各欄は、それぞれ

次により読み替えて記載します。 

該当欄 読み替え後 

⒃＞⒅の場合 ⒃＞⒄の場合 

計 23 ((21)+(22))又は(⒃-⒅) (21)+(22))又は(⒃-⒄) 

⒃≦⒅の場合 ⒃≦⒄の場合 

算出償 

却額 24 
(⒅－１円)×

 

 60  
(⒄－１円)×

 

 60  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「旧定額法の償却額計算の基

礎となる金額 19」 

 「差引取得価額９」の金額から「残存価額 17」の金額を

控除した金額を記載します。 

なお、｢９｣の内書の金額がある場合には、その金額を

｢９｣の金額から控除して計算します。 

 

「旧定額法の償却率 20」  耐用年数省令別表第八に掲げる定額法の償却率を使用

せずに、耐用年数省令別表第七に掲げる旧定額法の償却率

を記載します。 

 ただし、耐用年数省令別表第七に掲げる償却率（耐用年

数省令第４条第２項((事業年度が１年未満の場合の旧定額

法の償却率))の規定の適用を受ける場合には、同条第１項

に規定する旧定額法の償却率に当期の月数を乗じて 12 で

除した償却率）を記載します。 

 月数は暦に従って計算

し、１月未満の端数は切

り上げます。 

 耐用年数省令第４条第

２項の規定により計算し

た旧定額法の償却率は、

小数点以下３位未満の端

数は切り上げます。 

「算出償却額 21」 当期の中途で事業の用に供したものについては、次の算

式により計算した金額を記載します。 

 （⒆×⒇）× 
 事業供用月数 

当期の月数   

 月数は暦に従って計算

し、１月未満の端数は切

り上げます。 

「増加償却額 22」  令第 60 条((通常の使用時間を超えて使用される機械及

び装置の償却限度額の特例))に規定する増加償却の適用を

受ける場合に、規則第 20条((増加償却割合の計算))の規定

により計算した増加償却割合を｢( )｣に記載するととも

に、「算出償却額 21」の金額にその割合を乗じた金額を本

書として記載します。 

 この場合には、令第 60

条に規定する届出書を所

轄の税務署長に提出する

とともに、平均的使用時

間を超えて使用したこと

を証する書類を保存して

いなければなりません。 
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欄 記   載   要   領 注 意 事 項 

「計 23」  次の場合に応じ、それぞれ次の算式により計算した金額

を記載します。 

⑴ 「｢16｣－(｢21｣＋｢22｣)」の金額が｢18｣の金額を上回る

場合 

（(21)＋(22))又は（⒃－⒅） 

⑵ 「｢16｣－(｢21｣＋｢22｣)」の金額が｢18｣の金額以下とな

る場合 

（(21)＋(22))又は（⒃－⒅） 

 

「算出償却額 24」  分子の空欄には、当期の月数を記載します。 

 計算した金額が｢16｣の金額から１円を控除した金額を

上回る場合には、その上回る部分の金額を控除した金額を

記載します。 

 １円未満の端数が生じ

た場合には、その端数を

切り捨てます。 

「定額法の償却額計算の基礎

となる金額 25」 

 「差引取得価額９」の金額を記載します。 

なお、｢９｣の内書の金額がある場合には、その金額を

｢９｣の金額から控除した金額を記載します。 

 

「定額法の償却率 26」  耐用年数省令別表第八に掲げる償却率（耐用年数省令第

５条第２項((事業年度が１年未満の場合の定額法の償却

率))の規定の適用を受ける場合には、同条第１項に規定す

る定額法の償却率に当期の月数を乗じて 12 で除した償却

率）を記載します。 

 月数は暦に従って計算

し、１月未満の端数は切

り上げます。 

 耐用年数省令第５条第

２項の規定により計算し

た定額法の償却率は、小

数点以下３位未満の端数

は切り上げます。 

「算出償却額 27」  当期の中途で事業の用に供したものについては、次の算

式により計算した金額を記載します。 

 （(25)×(26)）× 
 事業供用月数 

当期の月数   

 １円未満の端数が生じ

た場合には、その端数を

切り捨てます。 

 月数は暦に従って計算

し、１月未満の端数は切

り上げます。 

「増加償却額 28」 令第 60 条((通常の使用時間を超えて使用される機械及

び装置の償却限度額の特例))に規定する増加償却の適用を

受ける場合に、規則第 20条((増加償却割合の計算))の規定

により計算した増加償却割合を「（ ）」に記載するととも

に、「算出償却額 27」の金額にその割合を乗じた金額を本

書として記載します。 

この場合には、令第 60

条に規定する届出書を所

轄の税務署長に提出する

とともに、平均的使用時

間を超えて使用したこと

を証する書類を保存して

いなければなりません。 

｢計 29｣  計算した金額が｢16｣の金額から１円を控除した金額を

上回る場合には、その上回る部分の金額を控除した金額を

記載します。 

 

「租税特別措置法適用条項 31」  措置法又は震災特例法による特別償却に関する規定又

は割増償却に関する規定の適用を受ける場合に、条文番号

等を上段に記載します。 

また、その特別償却率又は割増償却率を「（ ）」に記載

します。 

なお、震災特例法による特別償却又は割増償却の規定の

適用を受ける場合には、震災特例法の適用条項を記載しま

す。 
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欄 記   載   要   領 注 意 事 項 

「特別償却限度額 32」又は「前

期から繰り越した特別償却不

足額又は合併等特別償却不足

額 33」 

⑴ 特別償却限度額又は割増償却限度額を本書として記

載します。 

  なお、｢32｣には、措置法第 42条の６第５項((中小企業

者等が機械等を取得した場合の特別償却))、第 42 条の

12の５第５項((生産性向上設備等を取得した場合の特別

償却))又は第 52 条の３((準備金方式による特別償却))の

規定により特別償却準備金として積み立てたものにつ

いて、その積立てに係る特別償却限度額を外書として記

載します。 

⑵ ｢33｣には、青色申告法人が特別償却限度額につき損金

経理により償却額を計上する方法を採用した場合に生

じた特別償却不足額のうち当期首前１年以内に開始し

た事業年度等に係るものの合計額を記載します。 

  なお、適格組織再編成により特別償却対象資産の移転

を受けた場合で措置法第 52 条の２第５項((特別償却不

足額がある場合の償却限度額の計算の特例))に規定する

合併等特別償却不足額（以下「合併等特別償却不足額」

といいます。）があるときは、その金額を記載します。 

⑶ ｢32｣又は｢33｣の各欄は、次に掲げる場合の区分に応じ

次により記載します。 

イ ｢30｣に｢23｣の金額が記載されている場合 ｢32｣又

は｢33｣の各欄は、｢16｣の金額から｢18｣の金額及び｢23｣

の金額を控除した金額を限度として記載します。 

ロ ｢30｣に｢24｣の金額が記載されている場合 ｢32｣又

は｢33｣の各欄は、記載する必要はありません。 

ハ ｢30｣に｢29｣の金額が記載されている場合 ｢32｣又

は｢33｣の各欄は、｢16｣の金額から｢29｣の金額及び１円

を控除した金額を限度として記載します。 

 この外書の金額は、別

表十六（九）「特別償却準

備金の損金算入に関する

明細書」の「当期の特別

償却限度額８」へ移記し

ます。 

「当期償却額 35」  償却費として損金経理をした金額を記載します。  特別償却準備金として

積み立てた金額は、償却

費として損金経理をした

金額ではありません。 

「償却不足額 36」  措置法第 42条の６第３項若しくは第４項又は第 42条の

12 の５第３項若しくは第４項の規定の適用を受ける減価

償却資産については、記載する必要はありません。 

 

「前期からの繰越額 38」  「前期から繰り越した償却超過額 15」の金額を記載しま

す。 

 

「償却不足によるもの 39」  当期に償却不足額がある場合において、前期から繰り越

された償却超過額があるときは、その償却不足額に達する

までは損金に認容されますから、その認容される金額を記

載します。 

 なお、｢38｣の外書の金額がある場合には、その金額を含

めて計算します。 

 

「積立金取崩しによるもの 40」  当期に圧縮記帳に係る積立金、平成 18 年改正前の令第

80 条等の規定による圧縮記帳に係る引当金及び昭和 42 年

改正前の法第 31 条の規定による償却に係る引当金を取り

崩し、益金の額に算入した場合において、その積立金、平

成 18年改正前の令第 80条等の規定による圧縮記帳に係る

引当金及び昭和 42年改正前の法第 31条の規定による償却

に係る引当金が設定されている減価償却資産に係る償却

超過額（当期に生じた償却超過額を含みます。）があると
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欄 記   載   要   領 注 意 事 項 

きは、その取り崩した金額に達するまでは損金に認容され

ますから、その認容される金額を記載します。 

 なお、｢38｣の外書の金額がある場合には、その金額を含

めて計算します。 

「差引合計翌期への繰越額 41」  ｢38｣の外書の金額がある場合には、その金額を含めて計

算します。 

 また、減価償却資産につき連結納税の開始又は連結納税

への加入に当たり評価換え等のうち連結時価評価が行わ

れたことにより評価損が生じた場合、その連結時価評価が

行われた事業年度等のこの欄に減価償却超過額の記載が

あるときには、その評価損の金額とその減価償却超過額の

金額とのいずれか少ない金額を△印を付して外書として

記載します。 

 この場合、そのいずれか少ない金額を別表五(一)又は別

表五の二(一)付表一の「区分」の欄に「減価償却超過額」

と記載した欄の「減②」に記載するとともに、その減価償

却資産に係る評価損の金額を「減②」に記載した同欄の上

段に△印を付して記載します。 

 

「特別償却不足額」の各欄  青色申告法人又は震災特例法による特別償却に係る特

別償却不足額を有する法人に限り、記載します。 
 

「当期において切り捨てる特

別償却不足額又は合併等特別

償却不足額 43」 

 当期末以前１年以内に開始した事業年度前の事業年度

等において生じた特別償却不足額又は適格組織再編成に

より移転を受けた特別償却対象資産に係る合併等特別償

却不足額で当期末までに損金の額に算入されなかった金

額を記載します。 

 

「当期分不足額 46」  ｢合計 34｣の金額から「当期償却額 35」の金額及び「前

期から繰り越した特別償却不足額又は合併等特別償却不

足額 33」の金額又は「償却不足によるもの 39」の金額を

控除した金額と、「特別償却限度額 32」の金額とのうち、

いずれか少ない金額を記載します。 

 

「適格組織再編成により引き

継ぐべき合併等特別償却不足

額 47」 

 適格組織再編成により移転を行った特別償却対象資産

に係る合併等特別償却不足額の金額を記載します。 

 

 

 

措置法の規定による特別償却の適用を受ける場合には、特別償却限度額の計算に関する付表の添付が必要です。 

なお、この付表の用紙は税務署の窓口に用意してありますので、御利用ください。 

 

 

特別償却制度についてその適用を受けるときは、所定の証明書等が必要とされます。この場合の各特別償却

制度ごとに必要とされる証明書等及びその保存要件又は確定申告書等への添付要件は、次表に掲げるとおりと

されています。 

(注) 次表は平成 26年 10月 1日現在の法令に基づいています。 

特 別 償 却 の 種 類 該 当 条 項 必要とされる証明書等 
保存 

要件 

添付 

要件 

エネルギー環境負荷低減推進設備等を

取得した場合の特別償却 

措置法 42の５①一イ 措置法規則 20の２③に規定する書類の

写し 
 ○ 

措置法 42の５①二 措置法規則 20の２②に規定する証明に

係る書類 
 ○ 

３ 付表の添付 

４ 証明書等の添付 
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特 別 償 却 の 種 類 該 当 条 項 必要とされる証明書等 
保存 

要件 

添付 

要件 

特定中小企業者等が経営改善設備を取

得した場合の特別償却 

措置法 42の 12の３① 措置法規則 20の８①に規定する証明に

係る書類 
 ○ 

関西文化学術研究都市の文化学術研究

地区における文化学術研究施設の特別

償却 

措置法 44① 措置法令 28の４①二に規定する証明に

係る書類 ○  

特定農産加工品生産設備等の特別償却 措置法 44の４① 措置法規則 20 の 14①に規定する書類

の写し 
 ○ 

措置法 44の４② 措置法規則 20 の 14②に規定する書類

の写し 
 ○ 

特定信頼性向上設備等の特別償却 措置法 44の５① 措置法令 28の８②に規定する証明に係

る書類 
 ○ 

障害者を雇用する場合の機械等の割増

償却 

措置法 46① 措置法令 29②及び③に規定する証明に

係る書類 
○  

支援事業所取引金額が増加した場合の

三年以内取得資産の割増償却 

措置法 46の２① 措置法規則 20の 18⑩に規定する書類 
○  

次世代育成支援対策に係る基準適合認

定を受けた場合の建物等の割増償却 

措置法 46の３① 措置法規則 20の 19に規定する書類 
 ○ 

事業所内託児施設等の割増償却 平成 23 年６月改正前

の措置法 46の４① 

平成 23 年６月改正前の措置法規則 20

の 19②に規定する書類（割増償却の適

用を受ける最初の事業年度のみ） 

 ○ 

農業経営改善計画等を実施する法人の

機械等の割増償却 

平成 19 年改正前の措

置法 46の３①一 

平成 19年改正前の措置法規則 20の 19

①一に規定する書類 
 ○ 

平成 19 年改正前の措

置法 46の３①二 

平成 19年改正前の措置法規則 20の 19

①二に規定する書類 
 ○ 

平成 19 年改正前の措

置法 46の３①三 

平成 19年改正前の措置法規則 20の 19

①三に規定する書類 
 ○ 

平成 19 年改正前の措

置法 46の３①四 

平成 19年改正前の措置法規則 20の 19

①四又は五に規定する書類 
 ○ 

平成 19 年改正前の措

置法 46 の３①一から

四まで共通 

平成 19年改正前の措置法規則 20の 19

④に規定する書類の写し（割増償却の

適用を受ける最初の事業年度のみ） 

 ○ 

サービス付き高齢者向け賃貸住宅の割

増償却 

措置法 47① 措置法規則 20 の 20 に規定する書類の

写し（割増償却を受ける最初の事業年

度のみ） 

 ○ 

高齢者向け優良賃貸住宅の割増償却 平成 23 年６月改正前

の措置法 47① 

平成 23 年６月改正前の措置法規則 20

の 20②に規定する書類 
 ○ 

平成 22 年改正前の措

置法 47③ 

平成 22年改正前の措置法規則 20の 20

③に規定する書類 
 ○ 

優良賃貸住宅等の割増償却 平成 22 年改正前の措

置法 47① 

平成 22年改正前の措置法規則 20の 20

②に規定する書類 
 ○ 

特定再開発建築物等の割増償却 措置法 47の２① 措置法規則 20 の 21③及び⑤に規定す

る書類（割増償却の適用を受ける最初

の事業年度のみ） 

 ○ 

平成 25 年改正前の措

置法 47 の２①（平成

25 年改正前の措置法

平成 25年改正前の措置法規則 20の 21

④一～三に規定する書類（割増償却の

適用を受ける最初の事業年度のみ） 

 ○ 
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特 別 償 却 の 種 類 該 当 条 項 必要とされる証明書等 
保存 

要件 

添付 

要件 

47 の２③一～三の建

築物に限ります。） 

平成 23 年６月改正前

の措置法 47の２①（平

成 23 年６月改正前の

措置法 47 の２③三の

建築物に限ります。） 

平成 23 年６月改正前の措置法規則 20

の 21⑤三に規定する書類（割増償却の

適用を受ける最初の事業年度のみ）  ○ 

倉庫用建物等の割増償却 措置法 48① 措置法規則 20の 22に規定する書類（割

増償却の適用を受ける最初の事業年度

のみ） 

 ○ 

 

 

法 31、令 48、48 の２、55～63、規則９の３～21 の２、27 の 14、耐用年数省令、措置法 42 の５①、42 の

６、42の 12の３①、42の 12の５、43～48、52の２、52の３、67の５、措置法令 27の５、27の６、28～30、

措置法規則 20の２、20の８、20の 14～20の 22 

５ 根拠条文 


